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取締役社長�

CからRへダイナミックに広がるラインは、CRC

の躍進する技術力と柔軟な発想力により、最良

のかたちで解決に導いていく姿を象徴してい

ます。また、明るい未来へ広がるさわやかな風

をイメージし、未来へ成長・飛躍していくCRC

ソリューションズの姿そのものを表しています。�
�

しっかりしたCRCの書体とやわらかなカーブの

融合は、伝統と信頼を大切にしながら、時代の

風に柔軟に対応し、新たな企業価値を創造して

いく姿勢を表しています。�



株主・投資家のみなさまへ�
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ご あ い さ つ�

－第４３期事業報告書－�

　株主・投資家のみなさまには、ますますご清栄のこ
ととお慶び申し上げます。ここに当社第43期の営業
の概況と決算につきまして、ご報告申し上げます。�
　情報サービス産業界は引き続き拡大基調を示して
おります。このような中、CRCグループでは、「イン
ターネット関連事業の拡大」と「顧客へのトータルソ
リューション&フルサービスの提供」を経営基本戦略
として定め、「流通システム分野」、「リーテイルシス
テム分野」、「金融システム分野」および「科学・工学
系分野」などを注力分野とし、戦略的な先行投資を
行うとともに経営資源をこれらの分野に集中させて
事業の強化、拡大を図っております。�
　このため、横浜コンピュータセンターの拡充に加え、
都心型インターネットデータセンター(iDC)として東
京大手町に拠点を設け、事業を開始いたしました。こ
れにより、従来の横浜、神戸両コンピュータセンター
に加え、3拠点のデータセンターを構成することになり、
顧客ニーズに最適なインフラを提供することが可能
となりました。�
　拡大するeビジネスに対応するため、顧客が開設す
るWebサイトの構築やシステム運営などにも積極的
に取り組んでおります。衛星通信関連事業では、昨年
12月にスタートしたBSデジタル放送についても、
従来の衛星管制技術を基盤に幅広く事業を展開して
おります。新規ビジネスの立ち上げや既存ビジネス
の拡大については戦略的提携などを視野に入れ展
開を図っております。�

　また、昨年12月26日、当社は東京証券取引所市場
第二部に株式を上場いたしました。つきましては、株主・
投資家のみなさまに感謝の意を表するため、株式上
場記念配当5円を実施し、中間配当5円および期末配
当5円と合わせた年間配当金は1株につき15円とさ
せていただきました。�
　CRCグループでは、今後ともコーポレートガバナン
スの強化を視野に入れ、株主・投資家のみなさまの立
場にたった透明性の高い経営を目指し、高成長を維
持することにより企業価値を高める経営を推進いた
します。このため、「株式会社CRCソリューションズ」
への社名変更（8月1日より）をはじめ、執行役員制度
の導入、ストックオプション制度の導入、株式売買単位
の100株への変更（8月1日より）、株主・投資家のみ
なさまへの適時情報開示の促進など一連の施策を実
行いたします。�
　このように、CRCグループでは、上流から下流まで
一貫した「トータルソリューション＆フルサービス」の
提供を目指し、先行投資を着実に進め、新規事業によ
る新たな収益源の創出や既存商権の確保と拡大を図
ってまいります。今後も顧客の立場にたち、業績の拡
大になお一層邁進する所存でございます。株主・投資
家のみなさまにおかれましては、引き続き、温かいご
支援を賜りますよう、心よりお願い申し上げます。�

�
�

平成13年6月�



特 集�

理想的なｅビジネス拠点として、�

東京・大手町に、�

「ＣＲＣ大手町インターネットデータセンター（ＯｉＤＣ）」誕生。�

アウトソーシングからｅビジネスまで�
すべてをカバーするＣＲＣ総研�

高まるデータセンター需要�

　本年１月に「高度情報通信ネットワーク社会形成基本法」（ＩＴ基本法）

が、そしてこの４月からは「電子署名・認証法」が施行されるなど、ＩＴ社

会に向けた法的整備が整いつつあります。それに並行してインター

ネット常時接続などインターネット社会のインフラが整備され、電子商

取引（ＥＣ）などの新しいビジネスモデルに対応したソリューションも

提供されるようになってきました。�

　こうした時代にあって、インターネットデータセンター（ｉＤＣ）に対

するニーズは高まる一方です。�

　当社は１９５８年創業以来、アウトソーシング・ベンダーのパイオニア

として、さまざまなお客様のシステムを安全・確実に運用してまいりま

した。�

　特に、１９８８年にアウトソーシングの拠点として横浜コンピュータセ

ンター（ＹＣＣ）を開設したのを皮切りに、１９９５年には神戸コンピュー

タセンター（ＫＣＣ）を開設。当社の誇るアウトソーシング拠点として、

厳しい安全基準をクリアした万全なファシリティや、高度で安定した

運用サービスに対して、多くのお客様から高い評価をいただいてい

ます。�

　そして２０００年、こうした豊富な実績をバックボーンに、今日の急激

に拡大しつつあるｅビジネストレンドに対応すべく、ｅビジネス拠点と

して理想的な資質をそなえたロケーション、東京・大手町に誕生した

のが「ＣＲＣ大手町インターネットデータセンター（ＯｉＤＣ）」です。�

　データセンターが注目されるようになったのは、今から１０数年前、

米国生まれの「アウトソーシング」が日本に入ってきたときから

です。企業の情報化が進みコンピュータへの依存度が高まるに

つれ、ホストコンピュータを据え、その運営までのすべてを自社

内で丸抱えすることは設備面、人材面共に効率的でない、という

ことからデータセンターを利用するようになりました。特に、量

販店、コンビニエンスストアのように全国にネットワーク展開をす

る企業にとっては、核となるホストコンピュータと通信ネットワー

クは、人間に例えれば心臓と血管にあたるもので、コンピュータ

とネットワークの安全、円滑な運用はその企業の死活問題に関わ

る重要なテーマになりました。そこで俄然注目されたのが、専用

のデータセンターへのアウトソーシングです。�

　一方、インターネット／イントラネットの普及に伴い、新しい形

のデータセンターが求められるようになりました。それが今話題

のｉＤＣ（インターネットデータセンター）です。�

　ｉＤＣは、ＩＳＰ（インターネットサービスプロバイダ）やＡＳＰ（アプ
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　当社は、アウトソーシングベンダーのパイオニアとして、横浜、

神戸の両センターで１５０を超える国内外ユーザーのシステムオペ

レーションを行ってきました。最近では、メインフレーム系やクラ

イアントサーバーも運用するなど、幅広いセンタービジネスを展開

しています。当社としては、ＹＣＣは基幹業務のアウトソーシングを

中心にすべての分野をカバー、ＫＣＣはディザスタリカバリー、ＯｉＤＣ

はｅビジネスに注力するセンターとして位置づけています。�

　ＯｉＤＣは、大手ＩＳＰ企業とのパートナーリングにより立ち上げた

都心型データセンターです。ＯｉＤＣには、キャリア７社の回線が引かれ、

お客様のご要望に沿って自由にキャリアを選定できます。さらには

通常のＬＡＮの１０００倍、光ＬＡＮの１００倍にあたるギガビットという

超高速ネットワークを持つなど、ブロードバンド時代に対応したデー

タセンターといえます。�

CRC総研のブロードバンド・�
　　　　インターネットデータセンター�

リケーションサービスプロバイダ）、ＥＣ（電子商取引）を行う企業

のサーバーを預かり、ユーザーのインターネットビジネスの運用

管理サービスを代行する施設です。一般企業やＩＳＰが自前でなく、

専門技術者集団のいるデータセンターにＷｅｂサーバー、メール

サーバー、アプリケーションサーバーなどの管理・運用を任せ、

データセンターの高速通信回線などの設備を共同利用することで、

コストの削減とサービスの品質向上を図ろうというものです。�

　ＩＳＰやＡＳＰをメインユーザーとするｉＤＣの最重要ポイントは、

ネットワークの使いやすさにあります。インターネット上では、画

像などのマルチメディア通信が大量にやり取りされることから、大

容量・高速の通信環境が不可欠となってきます。また、ｉＤＣはＩＳＰ

など各社が共用することから、キャリア（通信会社）を自由に選択

できる環境が望ましいといわれています。�

　もう一つ、ｉＤＣに求められているものが、交通の便の良いロケー

ションです。アウトソーシングを中心とするレガシー型データセ

ンターに比べ、ＩＳＰやＡＳＰでは規模の拡張やメンテナンスが頻

発することから、そうしたユーザーにとって行きやすい場所が望

ましいともいわれています。�

　さらに、ＩＸ（インターネットエクスチェンジ）と呼ばれるインター

ネットの相互接続点に近いことも重要な要素です。インターネット

はルーターと呼ばれる接続ポイントを経由して結ばれていますが、

ＩＸに近いほど経由するルーターが少なくなり、通信速度や通信の

安定性に優れるからです。このＩＸは、わが国では東京の大手町に

あることから、ｉＤＣは大手町に近いほどネットワーク環境に優れて

いることになります。�

　インターネットは一般家庭にも急速に普及、ｅマーケットプレイ

スに見られるようにＥＣも本格化してきました。こうした中で、高

信頼性に基づくサーバーのホスティング、ハウジング、物理的・電

子的な高度なセキュリティ確保、高速・高品質な回線、２４時間３６５

日の監視体制によるセキュアなネットワーク環境を提供するｉＤＣ

のニーズはますます高まっています。�
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快適なコネクティビィティで�
　　　　ｅビジネスを強力にサポート�

　ｉＤＣに求められるものは、ネットワークコネクティビィティ、建物

を含めたファシリティ、セキュリティ、２４時間３６５日のシステム運用・

監視です。ＯｉＤＣは、東京・大手町にあることから、通信の高速性、

安定性に優れるなど、同じ都心型ｉＤＣに比べても大きなメリット

があります。それに加え、キャリア７社の回線がすでに引き込み

済みで、キャリアフリーでご利用いただける他、ギガ対応の回線で、

大容量かつ高速性が要求されるブロードバンドにも十分に対応

できることもここの大きな特長です。�

　また、地震・火災・水害・落雷などあらゆる障害時にもネットワー

クの安定的な運用が可能なファシリティ、横浜、神戸両センター同

様の厳重な入退室管理など、セキュリティにも万全を期しています。�

　さらに、システム運用・監視については、多くのお客様から高い

評価をいただいている横浜、神戸というレガシー型センターの

運用技術を取り入れるとともに、リモートサイトのネットワーク監

視など、ｅビジネスを推進するお客様の多様なニーズにお応えで

きる体制を整えています。�

　ＹＣＣにも広域ネットワーク環境が整ったことから、当社の３大

センターが連携しつつ、日々進化し拡大するインターネットのト

レンドに柔軟に対応し、お客様のインターネットビジネス、ｅビジ

ネスを強力にサポートしていきたいと思っています。�
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ＣＲＣトピックス�
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■『株式会社ＣＲＣソリューションズ』へ商号を変更�
　当社は、「インターネット関連ビジネスの拡大」、および顧客
への「トータルソリューション＆フルサービスの提供」を経営
の基本戦略と位置付け全事業を展開しております。このため、
インターネットデータセンター（ｉＤＣ）事業や、顧客が開設する
Ｗｅｂサイトの構築・運営など積極的な取り組みを順次進めて
おります。�
　一方、本年３月をもって、調査・研究事業から完全に撤退いた
しましたので、現商号『株式会社ＣＲＣ総合研究所』のままでは

当社の事業内容についてイメージを損なう恐れもありました
ので、現在の当社の事業内容に相応しい商号に変更すること
を決議しました。�
　新商号は『株式会社ＣＲＣソリューションズ（英訳名：ＣＲＣ 
Ｓｏｌｕｔｉｏｎｓ　Ｃｏｒｐ．』（平成１３年８月１日より実施）。企業活動
の一層のダイナミック化を図り、今後のビジネスのさらなる拡
大と飛躍を目指してまいります。�

■ 上場記念配当を実施�
　当社は、平成１２年１２月２６日に東京証券取引所市場第二部に
上場いたしました。つきましては、株主各位に感謝の意を表す
るため、右記のとおり普通配当に加え、株式上場記念配当を行
います。�
　平成１３年３月期中間配当金として１株につき５円を実施して
おりますので、年間配当金は１株につき１５円（普通配当１０円、
記念配当５円）となります。�

　平成１３年３月期（第４３期）年間配当�

普 通 配 当 １株につき １０円 �

上場記念配当 １株につき ５円 �

  　計 1株につき　　１５円�

■ 執行役員制度を導入�
　当社第４３回定時株主総会後に、執行役員制度を導入い
たしました。�
　本制度の導入は、企業経営の透明性を上げるとともに、
高成長を維持し企業価値を高めるため、コーポレートガバ
ナンスを強化することを目的としたものです。そのため、
新たに執行役員制度を導入し「経営の監督」と「業務の執行」
を分離いたします。併せて、取締役数の減員を行いました。�
※執行役員一覧は、１３ページをご参照ください。�

■ ストックオプション制度を導入�
　取締役および社員（合計７９名）に対する新株引受権方式
による「ストックオプション」制度の導入を決議いたしました。�
 本制度は、取締役および社員の業績向上に対する意欲・士
気等を一層高めることに主眼をおいたものです。�

■１単位の株式の数の変更�
　投資家層の拡大と流通の活性化をはかるため、平成１３
年８月１日より「１単位の株式の数を１，０００株から１００株へ
変更」することを決議いたしました。�
　したがいまして、平成１３年８月１日をもって、東京証券取
引所における売買単位も１，０００株から１００株に変更されます。�



1．営業の経過および成果�

1 情報処理サービス�

　当社グループは、当期を初年度とする中期経営計画において「インターネット関連事業の拡大」と「顧客へ

のトータルソリューション＆フルサービスの提供」を経営基本戦略として定め、事業を推進してまいりました。

特にインターネットデータセンター（ｉＤＣ）事業には積極的に取り組んでおり、平成１２年１０月には都心型ｉＤＣを

東京大手町に開設いたしました。ソフトウェア開発においては流通システム分野、リーテイルシステム分野、金

融システム分野などを対象とし、経営資源をこれらの分野に集中させ、強化、拡大を図ってまいりました。科学・

工学系分野につきましては、バイオインフォマティクス分野など新しいビジネスの立上げに注力するとともに、

不採算分野の縮小撤退も併せて進めてまいりました。�

　なお、当社におきましては、平成１２年１２月２６日に東京証券取引所市場第二部へ株式を上場いたしました。

これはひとえに株主の皆さま、お取引先の方々のご支援の賜物と、御礼申し上げます。�

　当期における各事業分野の概況は以下の通りです。�

　当事業分野においては、都心型ｉＤＣとして平成１２年１０月１日、東京大手町にインターネット相互接

続点（インターネット・エクスチェンジ）と直結し、さらにセキュリティ面においても万全を期した、総

面積５，２００Gの「大手町データセンター」を開設いたしました。また、平成11年12月に取得しました横浜コンピュータセンター西館につきま

しては、従来の東館と合わせ、約３，０００Gのコンピュータゾーンの改装工事が完了しました。ｉＤＣ事業につきましては、国内最大手のインター

ネット・サービス・プロバイダとの連携を軸に、米国キャリア系ＩＳＰなどの大手プロバイダとの協業を推進しております。その成果として、オン

ライン証券、コンサートライブ中継、ブロードキャスト・サイト運用などを受託いたしました。以上のような事業展開を行いましたが、従来型の

ホストコンピュータを中心とするシステム運営事業は高性能化したクライアントサーバー機による分散システム化の影響もあり、さらにｉＤＣ

事業において計画に対し遅れが出るなどマイナス面もあり、情報処理サービスの売上高は２０，７７７百万円（前期比２.１％増）となりました。�

3 システム販売�
　前期までは、ハードウェアシステムについては当社で仕入販売を行ってきましたが、これらＷＳや

ＰＣやネットワーク機器などにつきましては、グループ全体の販売戦略を再検討した結果、当期より

子会社のＣＲＣテクニカル（株）に集約いたしました。この結果、システム販売における売上高は４，８５１百万円（前期比１７．９％増）となりました。�

2 ソフトウェア開発�
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営業の概況�

　当事業分野においては、流通システム分野、リーテイルシステム分野、金融システム分野およびネッ

トワーク関連のシステム構築などに主力をおき事業を展開しております。流通・リーテイル業界では

ＩＴ投資が依然活発であり、大手食品卸会社およびコンビニエンスストアより大規模基幹システムの開発案件を受注し、総合商社の基幹システ

ム開発や、ｅビジネス展開のためのＷｅｂ構築についても順調に増加いたしました。また、金融システム分野においては、業界の統合、再編に伴

うシステム開発、金融ｅビジネスや決済ポータル、リスク管理システムなどの受託が大幅に増加いたしました。�

　一方、このように堅調なソフトウェア開発の需要に応えるためには、プロジェクトリーダを始めとするＳＥ（システム・エンジニア）の確保が重

要な課題となっております。当社ではこれらの課題への対応や、顧客の拡大、また今まで以上にサービスの向上・高品質化を図るため、石川島

播磨重工業（株）の子会社である（株）アイ・エイチ・アイ　システムズの株式３０％を平成１３年３月２７日付で取得して資本参加を図り、情報シス

テム分野における両社の事業拡大を推進する体制を整備いたしました。�

　以上のような施策を実施した結果、ソフトウェア開発の売上高は１１，０７９百万円（前期比２２．０％増）と大きく増加しました。�



2．設備投資および資金調達の状況�
  当期中に実施した主な設備投資は、インターネット事業強化のためのインターネットデータセンター用の敷

金および建物付帯設備への投資です。これらの総額は２，０１９百万円であり、一部手元資金を充当いたしましたが、

新たに１，５００百万円を金融機関からの調達でまかないました。�

3．会社が対処すべき課題�
　今後の景況については依然回復の兆しが見られず、各企業のＩＴ関連投資の推移につきましても不透明感が残

ります。ただ、インターネットをはじめとする情報技術の普及、拡大は引き続き増大するものと思われます。このよ

うな中、当社ではインターネット関連事業の拡大に引き続き注力してまいりますが、特にインターネットデータセン

ター事業につきましては計画に対し若干の遅延があり、全社の総力をあげて事業拡大に努力いたしてまいります。�

事業別連結売上高�

4 科学・工学系情報サービス�
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　土木・耐震・構造解析分野における自社開発ソフトウェアをＡＳＰサービスとして提供するための第

一段階として『ｃｉｖｉｌ－ｅｙｅ．ｃｏｍ』サイトを立ち上げ、顧客からのＱ＆Ａやダウンロードサービスを開始し、

このサイトへのヒット数は月約２７万件に達し、順調に増加しております。�

　また気象解析分野においては、過去１００年分の気象観測データをもとに、統計手法を用いた長期気象予測システムを創価大学と共同で開発、

平成１３年４月より販売を開始いたしました。さらに、移動体通信に関する電波伝播解析や風力発電量予測、原子力防災分野における緊急時避難

シミュレーションシステム開発などは順調に拡大しております。新規事業としてはゲノム創薬における開発支援システムなど、バイオインフォマ

ティクス事業の立ち上げを図るなど、先行投資も行っております。これらの結果、科学・工学系情報サービスの売上高は８，３６２百万円（前期比０．３

％増）となりました。�
�

　以上のように各事業を推進した結果、当期の業績につきましては、連結売上高は４６，１２２百万円（前期比６.７％増）となりました。連結経常利益につ

きましては、ソフトウェア開発が順調に伸び、ｉＤＣ事業展開のための先行投資費用が発生したものの、２，８０８百万円（前期比３４．７％増）となりました。�

連結当期純利益は、1,４７８百万円（前期比６２.２％増）となりました。�

　なお、当期より金融商品時価会計によるその他有価証券評価差額金を資本直入処理したことにより、総資産は２６,５０３百万円（前期比３５.６％増）、

株主資本は１２,１９４百万円（前期比４５.０％増）と大幅な増加になりました。�

前期比増減率�
（％）�

情報処理サービス�

ソフトウェア開発�

シ ス テ ム 販 売�

科学・工学系情報サービス�

そ　　の　　他�

合　　計�

20,777
11,079
4,851
8,362
1,052

46,122

45.1
24.0
10.5
18.1
2.3

100.0

20,345
9,078
4,115
8,334
1,352

43,226

47.1
21.0
9.5

19.3
3.1

100.0

2.1
22.0
17.9
0.3

22.2
6.7

期　間　計�

当　期�

構成比（％）� 期　間　計�

前　期�
平成12年4月1日から平成13年3月31日まで� 平成11年4月1日から平成12年3月31日まで�

単位：百万円�

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。�

構成比（％）�区　分�

期　別�



9,165    �
4,057    �
313    �

1,045    �
1,590    �
2,159    �
4,879    �
1,355    �
1,153    �
2,126    �

　　　　－�
232    �

　　　　－�
11    �

14,045

263

1,907    �
2,693    �
5,066    �
2,546    �
△    18    �
  △　　 0�
12,194    �
26,503

 （資産の部）�

連結貸借対照表�

Ⅰ流動資産�
現金及び預金�
受取手形及び売掛金�
たな卸資産�
繰延税金資産�
その他�
貸倒引当金�

Ⅱ固定資産�
1.有形固定資産�
建物及び構築物�
土地�
その他�
2.無形固定資産�
3.投資その他の資産�
投資有価証券�
長期差入保証金�
繰延税金資産�
その他�
貸倒引当金�

Ⅲ為替換算調整勘定�
資産合計�

13,214  �
2,097 �
7,922   �
2,085   �
679   �
502   �

△    72    �
13,289    �
4,530    �
2,313    �
2,105    �
111    �
740    �

8,019    �
5,466    �
1,868    �
411    �
275    �
△    3    �

－�
26,503

11,944    �
2,772    �
6,418    �
1,785    �
598    �
446    �

△    78    �
7,571    �
3,851    �
1,667    �
2,105    �
78    �
610    �

3,109    �
815    �
929    �

1,051    �
313    �
　　－�
35    �

19,550

単位：百万円�

 （負債の部）�
Ⅰ流動負債�

支払手形及び買掛金�
短期借入金�
未払法人税等�
賞与引当金�
その他�

Ⅱ固定負債�
長期借入金�
繰延税金負債�
退職給付引当金�
退職給与引当金�
役員退職慰労引当金�
未払過去勤務費用�
その他�

負債合計�

 （少数株主持分）�
少数株主持分�

科     目� 当　期�

平成13年3月31日現在�

前　期�

平成12年3月31日現在�

科     目� 当　期�

平成13年3月31日現在�

前　期�

平成12年3月31日現在�

単位：百万円�

 （資本の部）�
Ⅰ資本金�
Ⅱ資本準備金�
Ⅲ連結剰余金�
Ⅳその他有価証券評価差額金�
Ⅴ為替換算調整勘定�
Ⅵ自己株式�
資本合計�
負債、少数株主持分及び資本合計�

8,323    �
2,958    �
267    �

1,735    �
1,605    �
1,757    �
2,598    �
43    �

　　　　－�
　　　　－�

191    �
226    �

2,125    �
11    �

10,922

217

1,907    �
2,693    �
3,816    �

　　　　－�
　　　　－�
△    6    �
8,410    �
19,550

POINT

【建物及び構築物・長期差入保証金】�
・建物及び構築物の増加は、横浜コンピューターセンター西館
の改装工事費、大手町インターネットデータセンター（OiDC）
開設のための内装工事費の資産計上によるものです。�
・長期差入保証金の増加は、主に大手町インターネット
データセンター（OiDC）開設に伴う賃借建物長期差入
保証金の計上によるものです。�

【投資有価証券】�
・投資有価証券の増加は、金融商品時価評価によるも
のです。�

【その他有価証券評価差額金】�
・その他有価証券評価差額金の増加は、金融商品時価会
計による評価差額金の全部資本直入処理によるものです。�
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財務諸表の概要（連結）�

【長期借入金】�
・長期借入金の増加は、横浜コンピュータセンター西館の
改装工事費、大手町インターネットデータセンター（OiDC）
開設に伴う諸準備などのための資金によるものです。�

1

POINT

2

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。�



連結損益計算書� 連結剰余金計算書�

科     目�

Ⅰ売上高�
Ⅱ売上原価�
Ⅲ販売費及び一般管理費�
営業利益�
Ⅳ営業外収益�
Ⅴ営業外費用�
経常利益�
Ⅵ特別利益�
Ⅶ特別損失�
税金等調整前当期純利益�
法人税、住民税及び事業税�
法人税等調整額�
少数株主利益�
当期純利益�

当　期�
平成12年4月  1日から�
平成13年3月31日まで�

46,122  �
38,135  �
5,335    �
2,651  �
192  �
35  �

2,808  �
636  �
736  �

2,708  �
1,338  �
△ 145  �
△  37  �
1,478

前　期�
平成11年4月  1日から�
平成12年3月31日まで�

43,226  �
35,523  �
5,683  �
2,020  �
158  �
93  �

2,085  �
2,746  �
3,078  �
1,753  �
1,957  �

△ 1,122  �
△     6  �
911

単位：百万円�

科     目� 当　期�
平成12年4月  1日から�
平成13年3月31日まで�

前　期�
平成11年4月  1日から�
平成12年3月31日まで�

単位：百万円�

Ⅰ連結剰余金期首残高�
Ⅱ連結剰余金減少高�
配当金�
役員賞与�
（うち監査役賞与）�
Ⅲ当期純利益�
Ⅳ連結剰余金期末残高�

3,816�
229�
175�
53�
（2）�
1,478�
5,066

3,246�
341�
262�
78�
（3）�
911�

3,816
�
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連結キャッシュフロー計算書�

科     目�

単位：百万円�

Ⅰ営業活動による�
ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ�
Ⅱ投資活動による�
ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ�
Ⅲ財務活動による�
ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ�
Ⅳ現金及び現金同等物に�
係る換算差額�
Ⅴ現金及び現金同等物の�
増減額�
Ⅵ現金及び現金同等物の�
期首残高�
Ⅶ新規連結に伴う現金及び�
現金同等物の期首残高�
Ⅷ現金及び現金同等物の�
期末残高�

101�
�

△ 2,006�
�

1,210�
�

16�
�

△ 678�
�

2,726�
�

50�
�

2,097

1,216�
�

479�
�

△ 1,115�
�

△ 41�
�

540�
�

2,029�
�

156�
�

2,726

【特別利益・特別損失】�
・前期の特別利益は、伊藤忠テクノサイエン
ス株式の売却益によるものです。�
・前期の特別損失は、主に過去勤務費用の
一括償却によるものです。�

POINT

3

Ⅰ営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ �
Ⅱ投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ �
Ⅲ財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ �

・営業キャッシュ・フローの減少は、未払過
去勤務費用の一括償却に伴う法人税等
の支払増によるものです。�
・投資キャッシュ・フローは、主に大手町イン
ターネットデータセンター開設に伴う保証
金支払によりマイナスとなっております。�
・財務キャッシュ・フローの増加は、主に長期
借入金の増加によるものです。�

POINT

4

当　期�
平成12年4月  1日から�
平成13年3月31日まで�

前　期�
平成11年4月  1日から�
平成12年3月31日まで�

【� 【�



7,823    �
3,882    �
200    �
113    �
954    �
160    �
691    �
224    �
355    �
114    �

1,081    �
46    �

3,990    �
1,355    �
1,153    �
1,360    �
121    �

　　　  －�
11,813    �

�
1,907    �
2,693    �
212    �

3,602    �
2,546    �
10,962    �
22,776 

 （資産の部）�

貸借対照表�

Ⅰ流動資産�
現金及び預金�
受取手形�
売掛金�
原材料�
仕掛品�
前払費用�
繰延税金資産�
その他�
貸倒引当金�

Ⅱ固定資産�
1.有形固定資産�
建物�
土地�
その他�
2.無形固定資産�
3.投資その他の資産�
投資有価証券�
関係会社株式�
長期差入保証金�
施設利用会員権�
その他�
貸倒引当金�

資産合計�

10,386    �
428    �
155    �

7,005    �
   232    �
1,645    �
421    �
516    �
44   �

△    64    �
12,390    �
3,802    �
2,179    �
1,502    �
121   �
554        �

8,033    �
5,040    �
1,007    �
1,751    �
128    �
108    �
△    3    �
22,776

10,113    �
1,758    �
126    �

5,705    
176    �

1,536        �
296    �
511    �
74    �

△    72    �
6,712    �
3,083    �
1,501      �
1,502    �
80    �
416        �

3,212    �
729    �
698    �
793    �
145    �
844�

        －�
16,825

単位：百万円�

 （負債の部）�
Ⅰ流動負債�

買掛金�
短期借入金�
１年内返済予定長期借入金�
未払金�
未払費用�
未払法人税等�
未払消費税等�
前受金�
預り金�
賞与引当金�
その他�

Ⅱ固定負債�
長期借入金�
繰延税金負債�
退職給付引当金�
役員退職慰労引当金�
未払過去勤務費用�

負債合計�

 （資本の部）�
Ⅰ資本金�
Ⅱ資本準備金�
Ⅲ利益準備金�
Ⅳその他の剰余金�
Ⅴその他有価証券評価差額金�
資本合計�
負債資本合計�

単位：百万円�

7,490    �
3,006    �
200    �
21    �
744    �
110    �

1,660    �
182    �
342    �
53    �

1,122    �
46    �

1,778    �
18    �

        －�
        －�
113    �

1,646    �
9,269    �

�
1,907    �
2,693    �
191    �

2,763    �
        －�
7,556    �
16,825
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財務諸表の概要（個別）�

科     目� 当　期�

平成13年3月31日現在�

前　期�

平成12年3月31日現在�

科     目� 当　期�

平成13年3月31日現在�

前　期�

平成12年3月31日現在�

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。�



損益計算書�

科     目�

Ⅰ売上高�
Ⅱ売上原価�
Ⅲ販売費及び一般管理費�
営業利益�
Ⅳ営業外収益�
Ⅴ営業外費用�
経常利益�
Ⅵ特別利益�
Ⅶ特別損失�
税引前当期純利益�
法人税、住民税及び事業税�
法人税等調整額�
当期純利益�
前期繰越利益�
中間配当額�
中間配当に伴う利益準備金積立額�
当期未処分利益�

39,011  �
33,281  �
4,071  �
1,659  �
205  �
34  �

1,829  �
609  �
569  �

1,869  �
776  �
28  �

1,064  �
392  �
87  �
8  �

1,360

37,794  �
31,668  �
4,591  �
1,534  �
143  �
83  �

1,595  �
2,746  �
2,463  �
1,878  �
1,719  �
△  864�
1,023  �
356  �
87  �
8  �

1,283

単位：百万円�
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当　期�
平成12年4月  1日から�
平成13年3月31日まで�

前　期�
平成11年4月  1日から�
平成12年3月31日まで�

利益処分�

（注）1.平成12年11月29日に1株につき5円の中間配当を実施しております。�

科     目� 当　期� 前　期�

単位：百万円�

Ⅰ当期未処分利益�
Ⅱ任意積立金取崩額�
圧縮記帳積立金取崩額�
プログラム等準備金取崩額�
合　計�
これを次のとおり処分いたします。�
Ⅲ利益処分額�
利益準備金�
配当金�
　�
役員賞与金�
（うち監査役賞与金）�
任意積立金�
プログラム等準備金�
別途積立金�
Ⅳ次期繰越利益�
�

1,360�
41�
2�
38�

1,402�
�

1,034�
21�
175�

（1株につき10円）�

40�
（2）�
797�
37�
760�
367

1,283�
49�
3�
45�

1,332�
�

939�
11�
87�

（1株につき5円）�

30�
（1）�
810�
50�
760�
392

営業成績および財産の状況の推移（　連結、　個別）�
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●商号 株式会社ＣＲＣ総合研究所�
 （平成13年８月１日より「株式会社ＣＲＣソリューションズ」へ商号変更予定）�

●本社 東京都江東区南砂二丁目７番５号�
●設立年月日 昭和３３年１１月１３日�
●事業内容 情報処理サービス�
 ソフトウェア開発�
 システム販売�
 科学・工学系情報サービス�
 その他�
●資本金 １，９０７，７５０，０００円�
●従業員数 ９８７名�
●株式の状況 会社が発行する株式の総数　４８，４００，０００株�
 発行済株式の総数　　　　　１７，５３０，０００株�
 株主数　　　　　　　　　　１，４２６名�
●ＣＲＣグループの状況�

　ファーストコンタクト（株）は平成１２年４月３日付で設立。（株）
ITファシリティ・マネジメントは平成１２年７月７日付で設立。CRC
海外協力（株）は、平成１３年３月３０日付にて当社グループから分
離することに合意。平成１３年３月２７日付で石川島播磨重工業（株）
の子会社である（株）アイ・エイチ・アイ システムズの株式３０％
取得。�

伊藤忠商事（株）および伊藤忠テクノサイエンス（株）の�
実質所有株式数は、次のとおりです。�
伊藤忠商事（株）………………… ４,１８５,６００株（２３.８％）�
伊藤忠テクノサイエンス（株）…… ２,１３０,２００株（１２.１％）�

●重要な子会社の状況�

子
　
　
　
会
　
　
　
社�

（
株
）Ｃ
　
Ｒ
　
Ｃ
　
総
　
合
　
研
　
究
　
所�

関
　
連
　
会
　
社�

コンピュータ運用業務の委託�
ソフトウェア開発業務の一部委託� シーアールシーシステム（株）�

パソコンおよび付帯機器の発注�
コンピュータの保守委託�

ＣＲＣテクニカル（株）�

インターネットマーケティングおよび�
EC支援サービス分野での連携�

マイボイスコム（株）�

事務所整備、総務サービス業務
の委託、広告宣伝業務および
関連制作物の委託�

ODA関連調査業務の委託�

ヘルプデスク業務等の委託�

ＣＲＣ海外協力（株）�

コンピュ－タセンタ－ビル等の管理�
（株）ITファシリティ・マネジメント�

ファーストコンタクト（株）�

情報サービス等の委託�
平成情報サービス（株）�

台湾におけるアウトソーシング事業�
精藤股　有限公司（台湾）�

世紀智能軟件有限公司（中国）�
ソフトウェア開発業務の一部委託�

CISD  INTERNATIONAL  INC.（米国）�
米国におけるIT情報の収集委託�

CISD  (ASIA)  CO.,  LIMITED（香港）�
海外システムの開発・保守での連携�

（株）シーアールシービジネスサービス�

■ ■ ■ 12 ■ ■ ■�

会社概要（平成１３年３月３１日現在）�

単位：百万円�

7,005�

3,094�

626�

361�

164�

928�

�

652�

119�

46�

29�

14�

192�

�

●大株主�

伊藤忠商事株式会社�

富士通株式会社�

株式会社西友�

古河電気工業株式会社�

株式会社第一勧業銀行�

株式会社第一勧銀情報システム�

CRC従業員持株会�

清水建設株式会社�

川崎製鉄株式会社�

シーエムビーアイルランド　�
スペシャル　ジャスディック�
レンディング　アカウント�

6,185,600�

1,210,000�

847,000�

847,000�

715,500�

544,500�

508,401�

500,000�

423,000�

405,000

－�

20,000�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

（35.2）�

（6.9）�

（4.8）�

（4.8）�

（4.0）�

（3.1）�

（2.9）�

（2.8）�

（2.4）�

（2.3）�

（－）�

（0.0）�

（－）�

（－）�

（－）�

（－）�

（－）�

（－）�

（－）�

（－）�

株　主　名�
当社への出資状況�

持株数（持株比率）�

当社の大株主への出資状況�

持株数（持株比率）�

株� 株�％� ％�

シーアールシー�
システム株式会社�
�

CRCテクニカル�
株式会社�
�

株式会社�
シーアールシー�
ビジネスサービス��

ファーストコンタクト�
株式会社�
��
株式会社ITファシリティ・�
マネジメント��

平成情報サービス�
株式会社�

コンピュータ運用業
務、衛星通信管制
業務、ソフトウェア
の開発および販売�

コンピュータ機器の
販売、受託保守な
らびにシステム商
品の開発・販売�

事務所管理、資産
管理等管財・営繕業
務の受託、各種出版
物の製作・販売�

ヘルプデスクサービ
ス、OA研修の企画
立案・実施�

アウトソーシングサー
ビス、ビル管理業務
サービス�

コンピュータシステム
による情報処理�

200�

100�

30�

50�

30�

50

100.0�

100.0�

100.0�

100.0�

80.0�

70.0�

�

（1.5％増）�

(210.8%増)�

（17.5％増）�

（－）�

（－）�

（12.4％減）�

�

（76.8％増）�

（269.0％増）�

（424.8％増）�

（－）�

（－）�

（74.8％増）�

�

（－）�

（－）�

（－）�

（－）�

（－）�

（76.7％増）�

�

会社名� 主要な事業内容�資本金�当社の�特殊比率�
売上高�
（前期比）�

経常利益�
（前期比）�

当期利益�
（前期比）�

％�
263�

73�

30�

16�

9�

105�

�



●役員一覧（平成１３年６月２２日現在）�
�

［取締役］�
 取締役社長 麻生耕造�
 取締役副社長 北畠光弘　　�
 取締役 諏訪木義之　�
 取締役 夏目浩昭　　�
 取締役 小菅和夫　　�
 取締役 杉山尋美　　�
 取締役 岡部博行　　�
［監査役］�
 ＊ 常勤監査役 野口和也　　�
   常勤監査役 牧村征夫　　�
 ＊ 監査役（非常勤） 柴田　寛　　�
 ＊ 監査役（非常勤） 森本保志　　�
［執行役員］�
※ 社長執行役員 麻生耕造�

※ 副社長執行役員　 北畠光弘�

※ 常務執行役員 諏訪木義之�

※ 常務執行役員 夏目浩昭�

※ 常務執行役員 小菅和夫�

※ 常務執行役員 杉山尋美�

※ 常務執行役員 岡部博行�

 執行役員 池田道久�

 執行役員 太田繁次�

 執行役員 石井建治�

 執行役員 鎌田　稔�

 執行役員 小林武司�

 執行役員 大西恭二�

 執行役員 能勢八紘�

 執行役員 大竹崇夫�

 執行役員 人見幸雄�
�
�

社長補佐　営業全般�

IＴコンサルティング・情報技術統轄・人事総務・法務審査担当�

生活流通事業部長�

産業流通事業部長�

社長付 特命事項担当�

応用システム事業部長（兼）CRO業務部長�

社長付（兼）世紀智能軟件有限公司菫事総経理�

ＥＲＰシステム事業部長�

建設システム事業部長�

経営企画部長�

金融システム事業部長�

データセンター事業部長�

財務経理部長�

金融システム事業部長代行（兼）金融システム営業部長�

公共システム事業部長（兼）関西支社長�

�

�
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（注）�１．　印は代表取締役�
２．＊印は「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第１８条第１項に定める社外監査役�
３．※印は取締役との兼務�

●事業所一覧（平成１３年６月２２日現在）　�
�

〒１３６－８５８１　東京都江東区南砂２－７－５�
ＴＥＬ．案内（０３）５６３４－５６００�

�

〒５４１－００５６　大阪市中央区久太郎町４－１－３　伊藤忠ビル�
ＴＥＬ．（０６）６２４１－４１１０（代）　ＦＡＸ．（０６）６２４１－４２５３�

�

〒１００－０００４　東京都大手町�
ＴＥＬ．（０３）３２７０－３７９１（代）　ＦＡＸ．（０３）３２７０－３８１５�

�

〒２２４－００５２　横浜市都筑区�
ＴＥＬ．（０４５）９４２－０４７１（代）　ＦＡＸ．（０４５）９４５－１７００�

�

〒６５１－１５１３　神戸市北区�
ＴＥＬ．（０７８）９５３－０００２（代）　ＦＡＸ．（０７８）９５３－０００５�

�

〒３１０－０８０３　水戸市城南１－１－８　アクサ水戸ビル�
ＴＥＬ．（０２９）２２１－１１６７（代）　ＦＡＸ．（０２９）２２１－１１６９�

�

〒４６０－０００３　名古屋市中区錦１－５－１１　名古屋伊藤忠ビル�
ＴＥＬ．（０５２）２０３－２８４１（代）　ＦＡＸ．（０５２）２１１－４１４９�

�

〒９８０－０８０３　仙台市青葉区国分町１－２－１　�
 仙台フコク生命ビル�
ＴＥＬ．（０２２）２６７－４６０６　ＦＡＸ．（０２２）２６６－０７８１�

�

〒６４０－８３５５　和歌山市北ノ新地１－２５　富士火災和歌山ビル　�
ＴＥＬ．（０７３）４３３－６１１９　ＦＡＸ．（０７３）４３３－７１４５�

�

〒８１２－００１１　福岡市博多区博多駅前３－２－１�
日本生命博多駅前ビル　伊藤忠商事（株）九州支社内�

ＴＥＬ．（０９２）４７１－３７５１　ＦＡＸ．（０９２）４７１－３７０７�

�

〒８４０－０８１６　佐賀市駅南本町３－１５　安田生命佐賀ビル�
ＴＥＬ．（０９５２）４０－００２０　ＦＡＸ．（０９５２）４０－００３０�

�

〒８６０－０８４４　熊本市水道町８－６　朝日生命熊本ビル�
ＴＥＬ．（０９６）３５１－６１３３　ＦＡＸ．（０９６）３５１－６１３５�

�

Ｔｈｅ　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ｐｒｅｓｓ　Ｃｅｎｔｒｅ�
７６　Ｓｈｏｅ　Ｌａｎｅ　Ｌｏｎｄｏｎ　ＥＣ４Ａ　３ＪＢ　Ｕ．Ｋ．�
ＴＥＬ．（４４）２０７－８２７－０８７８　ＦＡＸ．（４４）２０７－８２７－０７１７�

本　　社�
�
�
関西支社�
�
�
大手町インターネットデータセンター�
�
�
横浜コンピュータセンター�
�
�
神戸コンピュータセンター�
�
�
いばらき支店�
�
�
名古屋支店�
�
�
東北事業所�
�
�
�
和歌山事業所�
�
�
福岡事業所�
�
�
�
佐賀事業所�
�
�
熊本事業所�
�
�
ロンドン事務所�



決 算 期�
�
配当金受領株主確定�
�
�
定 時 株 主 総 会�
�
名 義 書 換 代 理 人�
�
�
同 事 務 取 扱 所�
�
�
�
�
同 取 次 所�
�
�
１単位の株式の数�
�
�
単 位 未 満 株 式 の�
買取請求取扱場所�
�
公 告 掲 載 新 聞�
�
お 知 ら せ�

３月３１日�
�
３月３１日および中間配当の支払いを�
行うときは９月３０日�
�
６月中�
�
〒１０５－８５７４　東京都港区芝三丁目３３番１号�
中央三井信託銀行株式会社�
�
〒１６８－００６３東京都杉並区和泉ニ丁目８番４号�
証券代行事務センター�
中央三井信託銀行株式会社　証券代行部�
電話（０３）３３２３－７１１１（大代表）�
�
中央三井信託銀行株式会社　全国各支店�
日本証券代行株式会社　本支店、出張所�
�
１，０００株�
（平成13年8月1日より100株に変更予定です。）�
�
上記名義書換代理人がお取扱い�
いたします。�
�
東京都内において発行される日本経済新聞�
�
住所変更、単位未満株式（端株）買取請求、名義
書換請求及び配当金振込指定に必要な各用紙
ご請求は、名義書換代理人のフリーダイヤル�
０１２０－８７－２０３１で２４時間受付しております。�

株主メモ�
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